


2. 中央競技団体の経営基盤強化に向けた取り組みに関する調査アンケー ト調査

(1)調査目的

我が国の中央競技団体の、 宰業の目的、 宰業の実施状況を横断的に明らかにすることを目的とした。

(2) 調査対象

日本オリンピック委員会、 日本体育協会、 日本パラリンピック委員会に加盟する中央競技団体73団体。

［震査対象団体一覧］

No. 団体名 No. 団体名 No. 団体名
1 （公財）日本陸上競枯津開 26 （公財）日本ソフトポール協会 51 （一社）全日本テコンドー協会
2 （公財）日本水泳連盟 27 （公財）日本バドミントン協会 52 （公社）日本ダンススポー ツ連盟
3 （公財）日本サッカー協会 28 （公財）全日本弓宿渾盟 53 （一社）日本バイアスロン連盟
4 （公財）全日本スキ一連盟 29 （公社）日本フイフル射撃協会 54 （一社）日本サー フィン連盟
5 （公財）日本テニス協会 30 （一財）全日本剣灌津盟 55 （一社）日本カパディ協会
6 （公社）日本ポート協会 31 （公社）日本近代五種協会 56 （一社）日本セパタクロ ー協会
7 （公社）日本ホッケー協会 32 （公財）日本ラグビ ーフットボール 57 （特非）日本クリケット協会

協会
8 （一社）日本ボクシング連盟 33 （公社）日本山岳・スポー ツクフイミ 58 （公社）日本アメリカンフットポー

ング協会 ル協会
， （公財）日本バレーボール協会 34 （公社）日本カヌ ー連盟 59 （公社）日本チアリ ーディング協会
10 （公財）日本体操協会 35 （公社）全日本アーチェリ一連盟 60 （公社）日本オリエン丁ーリング協

会
11 （公財）日本バスケットボール 36 （公財）全日本空手道凜照 61 （公社）日本パワ ーリフナイング協

協会 会
12 （公財）日本スケート連盟 37 （公社）全日本銃剣道連盟 62 （公社）日本ペタンク・ブール連盟
13 （公財）日本アイスホッケー連 38 （一社）日本クレー射撃協会 63 （一社）日本フフイングディスク協

皿明 会
14 （公財）日本レスリング協会 39 （公財）全日本なぎなた連盟 64 （公社）日本綱引運盟
15 （公財）日本セーリング連盟 40 （公財）全日本ボウリング協会 65 （一財）少林寺拳法連盟
16 （公社）日本ウエイトリフティ 41 （公社）日本ボブスレー ・リュ ー ジ 66 （公財）日本ゲー トボール運合

ング協会 ュ ・ スケルトン連盟
17 （公財）日本ハンドボール協会 42 （一財）全日本野球協会 67 （公社）日本グフウンド・ゴルフ協

会
18 （公財）日本自転早競技連盟 43 （特非）日本スポーツ芸術協会 68 （一財）日本バウンドテニス協会
19 （公財）日本ソフトアニス連盟 44 （公社）日本武術太極拳連盟 69 （公社）日本エアロビック連盟
20 （公財）日本卓球協会 45 （公社）日本カーリング協会 70 （公社）日本スポーツチャンバラ協

会
21 （公財）全日本軟式野球連盟 46 （公社）日本トフイアスロン連合 71 （一財）日本ドッジポール協会
22 （公財）日本相撲連盟 47 （公財）日本ゴルフ協会 72 （特非）日本ロ ー ラ ースポーツ連盟
23 （公社）日本馬術連盟 48 （公社）日本スカッシュ協会 73 （特非）日本ブフインドサッカ ー協

会
24 （公社）日本フェンシング協会 49 （公社）日本ビリヤー ド協会
25 （公財）全日本柔灌渾開 50 （公社）日本ボデイビル ・ フィットネ

ス連盟

(3)調査方法

質問票による調査。 調査票の回収は返信用剃筒による郵送とした。
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